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コンパクト･プラス･ネットワークの
取組状況と課題



取組状況の基礎データ（KPI関連）
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立地適正化計画の作成状況

※令和４年４月１日までに立地適正化計画を作成・公表の都市（オレンジマーカー）、防災指針を作成・公表の都市（青太枠：８５都市）
都市機能誘導区域、居住誘導区域ともに設定した市町村（赤字：４４５都市）、都市機能誘導区域のみ設定した市町村（青字：３都市）

合計６２６都市

北海道 足寄町 山形市 ひたちなか市 明和町 習志野市 五泉市 甲斐市 磐田市 弥富市 貝塚市 宇陀市 廿日市市 高知市 菊池市

札幌市 弟子屈町 米沢市 守谷市 千代田町 柏市 上越市 上野原市 焼津市 東郷町 守口市 川西町 安芸高田市 南国市 宇城市

函館市 青森県 鶴岡市 常陸大宮市 邑楽町 市原市 阿賀野市 長野県 掛川市 東浦町 枚方市 田原本町 海田町 土佐市 益城町

小樽市 青森市 酒田市 那珂市 埼玉県 流山市 魚沼市 長野市 藤枝市 三重県 茨木市 王寺町 熊野町 須崎市 大分県

旭川市 弘前市 新庄市 坂東市 さいたま市 君津市 南魚沼市 松本市 袋井市 津市 八尾市 広陵町 山口県 四万十市 大分市

室蘭市 八戸市 上山市 かすみがうら市 川越市 酒々井町 胎内市 上田市 下田市 四日市市 富田林市 和歌山県 下関市 いの町 別府市

釧路市 黒石市 村山市 神栖市 熊谷市 栄町 田上町 岡谷市 裾野市 伊勢市 寝屋川市 和歌山市 宇部市 福岡県 中津市

北見市 五所川原市 長井市 鉾田市 行田市 芝山町 湯沢町 飯田市 湖西市 松阪市 河内長野市 海南市 山口市 北九州市 佐伯市

夕張市 十和田市 天童市 つくばみらい市 秩父市 長生村 富山県 諏訪市 伊豆市 桑名市 大東市 有田市 萩市 大牟田市 臼杵市

網走市 むつ市 尾花沢市 小美玉市 所沢市 東京都 富山市 須坂市 菊川市 名張市 和泉市 新宮市 防府市 久留米市 津久見市

苫小牧市 田舎館村 南陽市 茨城町 本庄市 八王子市 高岡市 小諸市 伊豆の国市 亀山市 箕面市 湯浅町 下松市 直方市 竹田市

稚内市 野辺地町 中山町 大洗町 東松山市 府中市 魚津市 伊那市 牧之原市 熊野市 門真市 鳥取県 岩国市 飯塚市 豊後高田市

美唄市 七戸町 大江町 城里町 春日部市 調布市 氷見市 駒ヶ根市 函南町 伊賀市 摂津市 鳥取市 光市 田川市 杵築市

芦別市 おいらせ町 大石田町 東海村 狭山市 日野市 黒部市 中野市 清水町 朝日町 高石市 米子市 柳井市 八女市 宇佐市

江別市 五戸町 高畠町 阿見町 鴻巣市 福生市 小矢部市 大町市 長泉町 滋賀県 東大阪市 島根県 美祢市 筑後市 豊後大野市

士別市 階上町 白鷹町 境町 深谷市 狛江市 射水市 飯山市 森町 大津市 阪南市 松江市 周南市 行橋市 由布市

名寄市 岩手県 福島県 栃木県 草加市 西東京市 入善町 茅野市 愛知県 彦根市 島本町 益田市 徳島県 小郡市 国東市

三笠市 盛岡市 福島市 宇都宮市 蕨市 神奈川県 朝日町 塩尻市 名古屋市 近江八幡市 忠岡町 大田市 徳島市 宗像市 玖珠町

根室市 宮古市 会津若松市 足利市 戸田市 川崎市 石川県 佐久市 豊橋市 草津市 熊取町 江津市 鳴門市 太宰府市 宮崎県

千歳市 大船渡市 郡山市 栃木市 朝霞市 相模原市 金沢市 千曲市 岡崎市 守山市 兵庫県 雲南市 小松島市 朝倉市 宮崎市

滝川市 花巻市 いわき市 佐野市 志木市 横須賀市 小松市 東御市 一宮市 栗東市 神戸市 隠岐の島町 阿南市 那珂川市 都城市

歌志内市 北上市 白河市 鹿沼市 和光市 平塚市 輪島市 安曇野市 瀬戸市 甲賀市 姫路市 岡山県 吉野川市 新宮町 日向市

深川市 二戸市 須賀川市 日光市 久喜市 鎌倉市 加賀市 御代田町 半田市 野洲市 尼崎市 岡山市 香川県 岡垣町 串間市

富良野市 八幡平市 喜多方市 小山市 蓮田市 藤沢市 羽咋市 富士見町 春日井市 湖南市 明石市 倉敷市 高松市 遠賀町 西都市

登別市 奥州市 二本松市 真岡市 坂戸市 小田原市 白山市 白馬村 豊川市 東近江市 西宮市 津山市 丸亀市 鞍手町 三股町

北広島市 雫石町 田村市 大田原市 鶴ヶ島市 逗子市 野々市市 坂城町 津島市 愛荘町 洲本市 笠岡市 坂出市 佐賀県 国富町

石狩市 山田町 国見町 矢板市 日高市 秦野市 穴水町 岐阜県 刈谷市 京都府 加古川市 総社市 善通寺市 佐賀市 綾町

当別町 野田村 猪苗代町 那須塩原市 白岡市 厚木市 福井県 岐阜市 豊田市 京都市 赤穂市 高梁市 観音寺市 唐津市 川南町

福島町 宮城県 矢吹町 さくら市 毛呂山町 大和市 福井市 大垣市 安城市 福知山市 西脇市 新見市 さぬき市 武雄市 高千穂町

七飯町 仙台市 茨城県 那須烏山市 越生町 伊勢原市 敦賀市 多治見市 西尾市 舞鶴市 宝塚市 備前市 三豊市 鹿島市 鹿児島県

八雲町 石巻市 水戸市 下野市 小川町 海老名市 小浜市 関市 蒲郡市 綾部市 高砂市 赤磐市 土庄町 小城市 鹿児島市

長万部町 登米市 日立市 益子町 鳩山町 南足柄市 大野市 中津川市 犬山市 宇治市 朝来市 真庭市 多度津町 嬉野市 鹿屋市

江差町 栗原市 土浦市 茂木町 美里町 松田町 勝山市 瑞浪市 江南市 亀岡市 たつの市 矢掛町 愛媛県 基山町 西之表市

古平町 大崎市 古河市 芳賀町 上里町 新潟県 鯖江市 美濃加茂市 小牧市 向日市 福崎町 広島県 松山市 長崎県 薩摩川内市

余市町 富谷市 石岡市 群馬県 寄居町 新潟市 あわら市 各務原市 稲沢市 長岡京市 太子町 広島市 今治市 長崎市 曽於市

南幌町 柴田町 結城市 前橋市 宮代町 長岡市 越前市 大野町 新城市 八幡市 奈良県 呉市 宇和島市 佐世保市 霧島市

栗山町 秋田県 龍ケ崎市 高崎市 杉戸町 三条市 坂井市 静岡県 東海市 京田辺市 奈良市 竹原市 八幡浜市 大村市 いちき串木野市

鷹栖町 秋田市 下妻市 桐生市 千葉県 柏崎市 越前町 静岡市 大府市 南丹市 大和高田市 三原市 新居浜市 対馬市 奄美市

東神楽町 能代市 常総市 伊勢崎市 千葉市 新発田市 美浜町 浜松市 長久手市 大阪府 大和郡山市 尾道市 西条市 時津町 姶良市

斜里町 横手市 常陸太田市 太田市 銚子市 小千谷市 高浜町 沼津市 知多市 堺市 天理市 福山市 大洲市 佐々町 徳之島町

白老町 大館市 高萩市 館林市 船橋市 十日町市 山梨県 熱海市 知立市 豊中市 桜井市 府中市 伊予市 熊本県 沖縄県

厚真町 湯沢市 笠間市 渋川市 木更津市 見附市 甲府市 三島市 尾張旭市 池田市 五條市 三次市 四国中央市 熊本市 那覇市

安平町 大仙市 取手市 藤岡市 松戸市 燕市 山梨市 伊東市 豊明市 吹田市 御所市 庄原市 西予市 人吉市 石垣市

新得町 小坂町 牛久市 富岡市 成田市 糸魚川市 大月市 島田市 田原市 泉大津市 香芝市 大竹市 久万高原町 荒尾市

芽室町 山形県 つくば市 吉岡町 佐倉市 妙高市 韮崎市 富士市 北名古屋市 高槻市 葛城市 東広島市 高知県 玉名市
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○ ６２６都市が立地適正化計画について具体的な取組を行っている。 （令和４年４月１日時点）
○ このうち、４４８都市が計画を作成・公表。



立地適正化計画作成市町村数の実績と目標

3

15
85

600

0 0 1

100
142

231
310

363

62

175

275
248

265

237

212

198

178

0

100

200

300

400

500

600

H26.12 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.4 R4.4

62

175

276

348

522

407

都市数

公表済

作成中

468

防災指針
公表済

防災指針公表

立地適正化計画
公表

600
（目標）

600
（目標）

R8.3R7.3

581

362

（現在）

～

626

～

更なる作成を推進

○ 第5次社会資本重点計画において、立地適正化計画については令和６年度末、防災指針については令和７年度末に６００都
市で作成することを目標としている。

○ この目標を上限とせず、立地適正化計画の作成は、引き続き支援し推進。



計画作成都市数の分析（都市規模別）
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○ 都市計画区域を有する1374都市のうち、626都市（約4割）が立地適正化計画を策定又は取組中。

R4.4時点

5万人未満
578,42%

5～10万人
88,6%

10～20万人
52,4%

20～50万人
18,1%

50～100万人
9,1%

100万人以上
3,0%

取組あり
626,46%

取組あり, 
271, 32%

取組なし, 
578, 68%

取組あり

取組なし

都市計画区域を有する都市（1374都市）

5万人未満（849都市）

取組あり, 
101, 66%

取組なし, 
52, 34% 取組あり

取組なし

10～20万人（153都市）

取組あり, 
15, 62%

取組な

し, 9, … 取組あり

取組なし

50～100万人（24都市）

取組あり, 
154, 64%

取組なし, 
88, 36% 取組あり

取組なし

5～10万人（242都市）

取組あり, 
77, 81%

取組なし, 
18, 19%

取組あり

取組なし

20～50万人（95都市）

取組あり, 
8, 73%

取組なし, 
3, 27% 取組あり

取組なし

100万人以上（11都市）

取組なし
748,54%



誘導施設の集約に係るＫＰＩの進捗状況
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年度 増加した都市 維持した都市 減少した都市 合計

今年度 108 都市 34.8% 88 都市 28.4% 114 都市 36.8% 310都市

（評価対象）R1年度までに立地適正化計画を作成・公表した都市

（＝都市機能誘導区域を設定した都市）310都市を対象

（評価方法）評価基準日とR3年4月1日の数値をもとに算出※

※立地適正化計画を公表した年度の翌年度4月1日を基準とし、その後の各年度の数値と比較

Ｈ28年度までに計画を作成・公表した都市（100都市）の評価基準日はＨ29年4月1日

Ｈ29年度に計画を作成・公表した都市（42都市）の評価基準日はＨ30年4月1日

Ｈ30年度に計画を作成・公表した都市（89都市）の評価基準日はＨ31年4月1日

R1年度に計画を作成・公表した都市（79都市）の評価基準日はR2年4月1日

（結果）評価対象都市310都市のうち、維持又は増加した都市は196都市（63.2％）

○ 評価対象都市のうち、市町村全域に存する誘導施設数に対して、都市機能誘導区域内に立地する
誘導施設数の占める割合が維持又は増加している市町村数は、評価対象都市の63.2％。



人口の集約に係るＫＰＩの進捗状況
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（評価対象）R1年度までに立地適正化計画を作成・公表した都市のうち、

居住誘導区域を設定した都市 308都市を対象

（評価方法）評価基準日とR3年4月1日の数値をもとに算出※

※立地適正化計画を公表した年度の翌年度4月1日を基準とし、その後の各年度の数値と比較

Ｈ28年度までに計画を作成・公表した都市（99都市）の評価基準日はＨ29年4月1日

Ｈ29年度に計画を作成・公表した都市（42都市）の評価基準日はＨ30年4月1日

Ｈ30年度に計画を作成・公表した都市（88都市）の評価基準日はＨ31年4月1日

R1年度に計画を作成・公表した都市（79都市）の評価基準日はR2年4月1日

（結果）評価対象都市308都市のうち、増加した都市は220都市（71.4％）

年度 増加した都市 減少した都市 合計

今年度 220 都市 71.4% 88 都市 28.6% 308都市

○ 評価対象都市のうち、市町村の全人口に対して、居住誘導区域内に居住している人口の占める割
合が増加している市町村数は、評価対象都市の71.4％。



都市機能誘導区域・誘導施設の設定状況
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私事目的のトリップ長別のトリップ割合（平日）
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居住者の日常的な行動目的・範囲 （私事）
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平成２７年全国PTより

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三大都市圏

地方都市

私事トリップの目的別割合（平日）

私事／買物 私事／食事等（日常生活圏内）

私事／観光等（日常生活圏外） 私事／通院

私事／その他私事 私事／送迎

私事／その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三大都市圏

地方都市

私事目的の交通手段別のトリップ割合（平日）

鉄道 バス 自動車／運転有

自動車／運転無 自動２輪車 自転車

徒歩 その他

○ PT調査より、平日の行動目的は、約半分は私事トリップ、約４割は通勤・通学トリップが占めている。
○ 私事トリップは、地方都市圏も三大都市圏でも、概ね７割が５km未満の比較的近場で完結している。
○ トリップ目的は、買物・食事等の商業施設への行動割合が約５割、残りが医療やその他の目的となっている。
○ 交通手段は、地方都市では自動車が約6割で徒歩、自転車が続く。三大都市圏では徒歩、自転車、鉄道のシェアが増大。
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居住者の日常的な行動目的・範囲 （通勤・通学）
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通学目的のトリップ長別のトリップ割合（平日）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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通学目的の交通手段別のトリップ割合（平日）

鉄道 バス 自動車／運転有

自動車／運転無 自動２輪車 自転車

徒歩 その他

○ 通勤・通学トリップの行動範囲も、概ね７割が５km未満の比較的近場で完結している。
○ 通勤トリップの手段は、地方都市では自動車が約6割で、自転車、徒歩が続く。三大都市圏では鉄道のシェアが約5割で主となる。
○ 通学トリップでは自転車あるいは徒歩が約７割を占めており、三大都市圏では鉄道が約3割となっている。

平成２７年全国PTより



新型コロナ流行後の行動範囲の変化

10都市局実施のアンケート結果より

活動種類

a 自宅周辺 b 勤務地・学校周辺 c 自宅から離れた
都心・中心市街地

d 自宅から離れた
郊外

A 全国 -1% 2% 0% -1%
B 東京都市圏 0% 1% -1% 0%
C 三大都市圏（東京都市圏除く） -2% 2% 1% -1%
D 地方都市圏 -1% 2% -1% -1%
A 全国 1% 2% -2% -1%
B 東京都市圏 4% 1% -4% -2%
C 三大都市圏（東京都市圏除く） 1% 2% -1% -3%
D 地方都市圏 -2% 2% -1% 0%
A 全国 11% -1% -10% 1%
B 東京都市圏 13% -3% -10% 1%
C 三大都市圏（東京都市圏除く） 9% 0% -9% 1%
D 地方都市圏 9% 0% -11% 1%
A 全国 4% 1% -3% -3%
B 東京都市圏 5% 1% -4% -2%
C 三大都市圏（東京都市圏除く） 1% 2% -2% -3%
D 地方都市圏 6% 0% -1% -4%
A 全国 8% 2% -11% -1%
B 東京都市圏 10% 2% -13% 0%
C 三大都市圏（東京都市圏除く） 7% 3% -9% -4%
D 地方都市圏 7% 3% -9% -1%

 ⑤ 映画鑑賞・コンサート・スポ
     ーツジム等の趣味・娯楽

地域

 ① 食料品・日用品の買い物

 ② 食料品・日用品以外の
     買い物

 ③ 外食

 ④ 散歩・休憩・子どもとの遊び
     等の軽い運動・休養・育児

活動別の最も頻繁に訪れた場所（新型コロナ流行前から調査時点(2022年3月)への変化）[速報]

○ 新型コロナ流行後には、「外食」、「散歩等」、「映画鑑賞等の趣味・娯楽」を目的とした活動について、自宅から離
れた中心拠点への往来が減少し、自宅周辺での行動が増加する傾向が見られ、住まいからより近距離での生活機
能充足のニーズが高まっていると見られる。



立地適正化計画 誘導施設の設定状況

11

①行政機能を有する施設 ②高齢者向け施設 ③障がい者関連施設 ④健康増進等施設 ⑤子育て関連施設

⑥商業施設
⑦医療施設

⑧金融施設 ⑨学校施設 ⑩文化等施設 ⑪その他

（市役所、支所、国・県機関等） （高齢者福祉施設、
地域包括支援センター等）

（障がい者福祉施設、
障がい者相談支援センター等）

（スポーツ施設、体育館、
総合運動場等）

（保育園、保育所、認定こども園等）

（大規模商業施設、スーパー等） （診療所、総合病院、調剤薬局等） （金融機関、銀行、信用金庫等） （小学校、中学校、高等学校、
専修学校、大学等）

（コミュニティーセンター、
図書館、生涯学習センター等）

（左記以外の施設（広域防災施設、
バスターミナル等））

○ 都市機能誘導区域に位置づけられた誘導施設の種類や、施設規模の設定状況は都市により様々。
○ PT調査やコロナ流行後のアンケート調査の結果から伺える状況を踏まえると、住まいの近傍で、必要な都市機能が
漏れなく揃うことを目指した計画となっているかについて評価していくことが重要と考えられる。

位置づけ

あり 264

位置づけ

なし 141

規模要件あり
10

規模要件なし
254

位置づけ

あり 237

位置づけ

なし 168

規模要件あり
10

規模要件なし
227

位置づけ

あり 305

位置づけ

なし 100

規模要件あり 18

規模要件なし
287

位置づけ

あり 124

位置づけ

なし 281

規模要件あり
6

規模要件なし
118位置づけ

あり 93

位置づけ

なし 312

規模要件あり
4

規模要件なし
89

位置づけ

あり 371

位置づけ

なし 34

規模要件あり
329

規模要件なし
42

位置づけ

あり 331

位置づけ

なし 74

規模要件あり
109

規模要件なし
222

位置づけ

あり 327

位置づけ

なし 78

規模要件あり
38

規模要件なし
289

位置づけ

あり 167

位置づけ

なし 238

規模要件あり
10

規模要件なし
157

位置づけ

あり 166
位置づけ

なし 222

規模要件あり
12

規模要件なし
154

位置づけ

あり 95

位置づけ

なし 310

規模要件あり
20

規模要件なし
75

405都市 405都市 405都市 405都市 405都市

405都市 405都市 405都市 405都市 405都市 405都市



都市機能誘導区域の設定状況

立地適正化計画（R3.3末の313計画）の平均的なすがた

0

20

40

60

80

100 都市機能誘導区域別の都市数（R3.3末時点
N=313）

540ha
1.3km

居住誘導区域

人口：2.9万人

居住誘導区域全体：
10.6万人
1800ha

180m
130ha

都市機能誘導区域

都市機能誘導区域は約7割の都市で複数設定し、
平均４区域を設定（中心市街地＋複数の地域生活拠点）

都市機能誘導区域の区域数

都市数

（参考）
中学校区の人口：
14,000人（全国平均）

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

0 5 10 15 20 25 30 35 40

居住誘導区域人口－都市機能誘導区域数人口

都市機能誘導区域の設定数

○ 都市機能誘導区域は多極型の都市構造を考慮して多くの都市で複数の区域を設定。平均で４区域だが、その
設定数にはばらつきがあり、１区域しか指定していない都市も少なからず存在。

○ 人口規模が大きいほど区域が多く設定される傾向も特段見られず、区域設定は各都市の判断に依存。

12



届出有り

届出無し

居住誘導区域外の

届出の状況

届出・勧告制度の活用状況（誘導区域外の届出）

■届出件数上位都市
熊本市 691件
岐阜市 433件
札幌市 425件
高松市 340件
藤沢市 260件
浜松市 260件

居住誘導区域

405都市

Ｒ3..12末時点

届出があった77%

うち、勧告を行った1都市
（藤沢市）

312都市

93都市

○ 誘導区域外における開発・建築に係る届出は、居住誘導区域については約８割の都市で実績がある一方、都市
機能誘導区域については約5割の実績。

○ 計画で意図する立地が進んでいるケースもあると考えられるが、届出の対象となる誘導施設が区域と併せて適切に
位置づけられているかについて評価していく必要があると考えられる。

13

届出有り
届出無

し

都市機能誘導区域外の

届出の状況

■届出件数上位都市
宇都宮市 66件
鹿児島市 66件
浜松市 57件
前橋市 45件
水戸市 38件
豊川市 38件

うち、勧告を行った0都市

都市機能誘導区域

405都市

届出があった50%

206都市

199都市



ドラッグストア

ドラッグストア

【中心市街地周辺】

都市機能誘導区域

【中心市街地以外（都市機能誘導区域外）】

駅
駅

ドラッグストア

スーパーマーケット

駅

スーパーマーケット

ドラッグストア

令和２，３年度に大規模小売店舗立地法に基づく新設届出のあった施設（青色：立地適正化計画に基づく届出有、赤色：届出無）

スーパーマーケット

国道

国道

○ Ａ市では、市域の中心市街地のみへの都市機能誘導区域の設定としており、中心市街地の特性を考慮し、届出
対象となる施設は3,000㎡以上の店舗面積を有する商業施設、200床以上の病床を有する病院等、比較的大規
模な施設を誘導施設として位置づけ。

○ このため、中心市街地以外の地域拠点等に立地する、スーパーマーケットやドラッグストア等の3,000㎡に満たない
商業施設などは、その立地に際し届出がなされるような状況にはなっていない。

都市機能誘導区域の設定範囲と誘導施設の位置づけが限定的な事例

14



立地適正化計画における
公共交通の位置付け

15



立地適正化計画・地域公共交通計画の一体的作成の推進

16

○ コンパクト・プラス・ネットワークの取組推進の観点から、立地適正化計画と地域公共交通計画の両方を作成した都
市が増加している。

30

159

273

410

500

585
618

714

0 1

100
142

231

310

383

448

0 0
40

86
143

209
257

316

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.4 R4.4

両計画を作成立地適正化計画地域公共交通計画
（旧：地域公共交通網形成計画）

（件）



9

177

306

22

373

0 100 200 300 400

⑤：その他

④：コミュニティバス、デマンド…

③：バス

②：LRT・BRT・路面電車

①：鉄道（モノレールを含む）

立地適正化計画の検討における公共交通の考慮状況

17

R4.4時点

考慮した

考慮していない

【居住誘導区域の設定における

公共交通の考慮状況】

443都市

423都市

424都市

20都市

10

208

366

21

357

0 100 200 300 400

⑤：その他

④：コミュニティバス、デマンド…

③：バス

②：LRT・BRT・路面電車

①：鉄道（モノレールを含む）

【考慮した交通モード】

都市機能誘導区域

居住誘導区域

考慮した

考慮していない

【都市機能誘導区域の設定における

公共交通の考慮状況】

429都市

15都市

【考慮した交通モード】

444都市

○ 居住誘導区域と都市機能誘導区域の範囲について、殆どの都市が公共交通を考慮して設定している現状。
○ また、考慮した交通モードは、鉄道と路線バスが大多数を占めており、コミュニティバスやデマンド交通を考慮している

ところも多い。



立地適正化計画を作成して以降の考慮した公共交通の状況変化

18

R4.4時点

73

3

126

9

7

229

19

0 50 100 150 200 250

⑦：その他

⑥：骨格構造に位置付けた路線のうち、民営から公営に移

行した路線がある

⑤：骨格構造に位置付けた路線のうち、運行本数が減少し

た路線がある

④：骨格構造に位置付けた路線のうち、廃止された路線が

ある（公共交通のない誘導区域が生じた）

③：誘導区域外に新たな路線が生じた

②：運行本数を維持

①：運行本数が増加傾向

【立適作成後の公共交通の状況】

○ 立地適正化計画を作成後、居住誘導区域等の設定に当たり公共交通を考慮している都市において、運行本数
などサービスレベルを維持している都市が約半数である一方、路線の廃止や、運行本数の減少が生じている都市があ
る。



具体的，46

抽象的，55

検討中・その他，20

①：立地適正化計画独自の取組を位置

付けている（位置付ける予定である）, 
121, 29%

②：地域公共交通計画の取組を参照し

（委ね）ている, 210, 51%

③：取組を位置付けてい

ない, 84, 20%

【立地適正化計画における公共交通に関する取組の位置付け】

R4.4時点

【具体的な記載の事例】
・●●駅南口駅前広場や中央通り線等の整備による拠点へのアクセス性の向上
・現状の路線の維持（●●町交通広場と●●市とを結ぶ路線）
・町営路線バスの路線新設、最終バスの時刻延伸
・公共交通利用増進策としてデマンドタクシーの導入 等

【抽象的な記載の事例】
・公共交通の利便性やサービスの向上
・利便性向上に向けた交通事業者との連携強化等
・公共交通網の見直し、交通環境の形成
・市全体の暮らしやすさの確保に向けた地区間ネットワークの強化 等

○ 居住誘導区域の設定にあたり公共交通等を考慮した都市の中で、考慮した交通に関して維持や充実の取組につ
いて立地適正化計画の独自の取組を位置付けた都市は約3割、地域公共交通計画の取組を参照している都市が
約5割の状況。

○ 立地適正化計画独自の取組を位置付けている（位置付ける予定である）とした都市においては、交通に関した
維持や充実の取組を具体的に位置付けているのは約1割の状況。

立地適正化計画に係る公共交通に関する施策の位置づけ状況（居住誘導区域）

19



都市機能誘導区域等をつなぐ公共交通軸の減便等が生じた事例

20

駅

駅

駅

独自で定める
地域拠点

都市機能誘導区域
（中心都市拠点）都市機能誘導区域

（都市拠点）

独自で定める
地域拠点

独自で定める
地域拠点

独自で定める
地域拠点

独自で
定める
都市拠点

R2.4.1 R3.4.1

○ B市では、平成31年3月の立地適正化計画公表以降、中心拠点および生活拠点として位置付けた都市機能誘
導区域を結び、居住誘導区域の設定においても骨格として位置付けたバス路線の一部が、コロナ禍による需要減に
より令和3年10月に平日は2割程度減便し、休日は廃止された。
○ Ｃ市では、令和2年4月の計画公表以降、目指すべき都市の骨格構造において交通ネットワーク軸とした、中心都
市拠点と地域拠点をつなぐバス路線が令和3年4月にデマンド交通に移行。

【Ｂ市】 【Ｃ市】

都市機能誘導区域
（中心都市拠点）

独自で定める
地域拠点

都市機能誘導区域
（中心都市拠点）

独自で定める
地域拠点

地域拠点～中心都市拠点
朝夕２本の定路線＋自由運行
のデマンド交通に移行

減便されたバス路線の概要



公共交通施策との具体的な連携施策を位置づけた計画【神奈川県厚木市】

■まちづくりの観点から交通の充実に資する取組を位置付け■誘導区域と公共交通利便性強化路線

【施策事例】生活利便施設の立地支援

○ 神奈川県厚木市では、立地適正化計画と地域公共交通計画を一体の計画として作成したコンパクト・プラス・ネットワーク
推進計画（R3.4作成）において、片道１日30 本以上のバスが運行するバス路線を「公共交通利便性強化路線」として
位置付け、各軸の居住地や生活利便性の立地状況などを踏まえ、居住誘導区域とも連動させた施策を推進。

○ 公共交通に関する施策として、本厚木駅周辺における利便性向上や居心地が良く歩きたくなるまちなか空間整備、強化
路線の沿線における生活利便施設の立地に関する補助等、まちづくり側からの交通の充実に資する取組を位置付け。

21



■立地適正化計画に位置づけられた公共交通に係る取組

公共交通施策との具体的な連携施策を位置づけた計画【熊本県熊本市】

22

■公共交通軸と連動させた誘導区域の設定

※下線部はまちづくり部局が参画した取組が特に重要になると考えられるもの

○熊本県熊本市の立地適正化計画では、中心市街地と15の地域拠点を都市機能誘導区域に設定し、これらを結
ぶ８軸を基幹公共交通軸と位置づけ、区域間の及び区域までのアクセス充実を推進。

○居住誘導区域は、鉄軌道及び運行本数75本以上のバス路線沿いの一定のサービス水準を考慮し設定。
○公共交通の維持・充実に係るまちづくりにおける取組として、乗換拠点の整備、公共車両等の走行環境の改善、電

停のバリアフリー化や待合環境の向上など、公共交通の利用促進に資する取組を推進。


